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Ⅱ．法令解釈指針・事例 

１．定義 

(4) 「個人データ」（法第２条第４項関連）  

法第２条第４項  

この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報を

いう。  

 

「個人データ」
※

とは、個人情報取扱事業者が管理する「個人情報データベース等」

を構成する個人情報をいう。 

  

※法は、「（１)個人情報」、「個人データ」及び「（５）保有個人データ」の語を使い分けており、個人情報

取扱事業者に課せられた義務はそれぞれ異なるので、注意を要する。 

 

【個人データに該当する事例】  

事例１) 個人情報データベース等から他の媒体に格納したバックアップ用の個人情報  

事例２） コンピュータ処理による個人情報データベース等から出力された帳票等に印字され

た個人情報  

【個人データに該当しない事例】  

事例）個人情報データベース等を構成する前の入力帳票に記載されている個人情報  

 

※電話帳、カーナビゲーションシステム等の取扱いについて  

個人情報データベース等が、以下の要件のすべてに該当する場合であっても、その個人情報デ

ータベース等を構成する個人情報については、個人データとなる可能性も否定できない。しかしなが

ら、その利用方法からみて個人の権利利益を侵害するおそれが少ないことから、個人情報取扱事業

者の義務（２．個人情報取扱事業者の義務等）を課されないものと解釈する。  

①個人情報データベース等の全部又は一部が他人の作成によるものである。  

②その個人情報データベース等を構成する個人情報として氏名、住所（居所を含み、地図上又はコン

ピュータの映像面上において住所又は居所の所在場所を示す表示を含む。）又は電話番号のみを

含んでいる。  

③その個人情報データベース等を事業の用に供するに当たり、新たに個人情報を加え、識別される特

定の個人を増やしたり、他の個人情報を付加したりして、個人情報データベース等そのものを変更す
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るようなことをしていない。 

 


